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■ 【１－１】中期計画策定時（H21年度）の課題の整理（1/11）
当初の課題 県土１：人口減少・高齢化社会から、中山間地域などの「地域社会」をどう守っていくか

中期計画策定時の背景（H21年度） 現在（H24年度）の状況 状況の変化

●未曾有の人口減少社会の到来と急激に広がる過
疎化
山形県の人口は今後も減少し続け、30年後には、現在の3/4程
度に縮小し、高齢化率は4割に達するものと予想される。

●人口減少に歯止めがかからず
平成17年から平成22年にかけて人口は3.9％減少し、人口減少、
高齢化の進行は変わらず。

やや改善

状況変わらず ●

顕在化
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資料：国勢調査（H17,H22）、国立社会保障・人口研究所

（千人）

高齢化率25.5％

高齢化率36.3％

生産人口割合
67％に減少

実測値 予測値

課題を解決するため
の道路の施策

（暮らし・地域）

（ 人 ・ 環 境 ）

施策３：生活圏間・主要都市間ネットワークの整備推進
施策４：生活幹線道路ネットワークの整備推進
施策６：人にやさしい道路空間の整備推進

施策見直し
の方向性

引き続き、生活を支えるための道路施策
を継続的に実施

▼山形県の将来推計人口

山形県の平成17～
22年の人口減少率
は全国ワースト5位

資料：全国過疎地域自立促進連盟



0.96

1.06

0.94

0.77

0.36

0.50

0.64

0.96

1.06 1.04

0.88

0.47
0.52

0.65

0.87

0.79

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

山形県

全国

2

■ 【１－１】中期計画策定時（H21年度）の課題の整理（2/11）

中期計画策定時の背景（H21年度） 現在（H24年度）の状況 状況の変化

●低経済成長時代の到来と継続的局面での推移
山形県の経済成長率は、近年2%弱で推移し、人口減少社会・環
境配慮型社会などとも相まり、今後も低成長で推移すると予測さ
れる。

●一時期マイナス成長に転じる
山形県の経済成長率は、リーマンショックの影響で一時マイ
ナス成長に転じたが、H22年以降は回復傾向にある。

やや改善

状況変わらず ●

顕在化

▼山形県の実質経済成長率の推移（実質）
▼山形県の有効求人倍率の推移

資料：山形県経済動向月例報告（山形県企画振興部）

※H24は1月～11月までの平均値

リーマンショック 東日本大震災

H22年以降は

回復傾向
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資料：内閣府「国民経済計算」、山形県「県民経済計算」より

平均7.9%
平均7.7%

平均2.4%
平均2.6% 平均1.3%

第１次オイルショック

バブル終焉

いざなぎ景気 バブル景気

第２次オイルショック
成長率１％強

リーマンショック

成長率1％強

リーマンショック
後は急落

当初の課題 県土２：「道路をつくる」だけでなく、「地域づくり」等と一体となり経済効果をどう高めていくか

課題を解決するため
の道路の施策

み ち づ く り の
考 え 方

考え方３：ハード整備に加え、「地域づくり」の取り組みを
支援する。

考え方４：今ある道路施設を有効活用し、さらにソフト事業
（物流・観光情報の発信など）を組み合わせて

推進する取り組みを展開する。
考え方５：福祉・商工･農林・観光施策との連携により相乗

効果が発現される取組みを展開する。

施策見直し
の方向性

それぞれの考え方に従い、引き続き、経
済効果を高めるための道路施策を継続
的に実施
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■ 【１－１】中期計画策定時（H21年度）の課題の整理（3/11）

中期計画策定時の背景（H21年度） 現在（H24年度）の状況 状況の変化

●厳しい財政制約
社会資本整備に係る公共投資額は、平成8年度をピー
クに、その後は抑制が進められた。また、民主党に政
権が変わり、公共事業をはじめとする社会資本整備の
あり方そのものについて大幅な見直しが遂行された。
平成21年度の山形県の道路関連予算は、ピーク時（平
成10年度）の4割まで縮小している。

●山形県の道路関係予算は更に減少
社会資本整備に係る公共投資額は平成23年度まで低水準で推移して
きたが、東日本大震災の復興支援のため、平成24年度は前年度より増
加している。また、政権が自民党に変わり、復興支援、経済再生に向け
た緊急経済対策など今後の社会資本整備に大きな変化がある見通し。
しかし、山形県の道路関連予算は、平成21年度以降も縮小しており、計
画策定時よりも厳しい状況にあり、事業期間の長期化が懸念される。

やや改善

状況変わらず

顕在化 ●

▼山形県道路関連予算の推移
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▼建設投資額（名目値）の推移

24 26 29 32 34 33 35 35 33 34 32 30 28 26 23 21 19 18 17 17 18 17 17 19

24
26 23

23 24 26 24 28
22 20 21

20 19
18

18 18 18 19 17 16 13 13 13 14

25

30 31 29 23 20 20
20

20 18 16
16

15
13

12 14 14 15
14 15

12 11 12
12

4 54 24 14 3
4 84 8

5 15 25 35 4
5 7

6 1
6 6

6 9
7 17 5

8 3
7 97 98 2

8 48 28 1

7 3

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

H元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

（見通し）

民間非住宅建設（非住宅建築及び土木）

民間住宅

政府

（年度）

（兆円）

政権交代
（民主党）

東日本
大震災

政権交代
（自民党）

資料：山形県県土整備部

当初の課題 県土３：厳しい財政制約の中で、公共インフラの維持と整備にかかる予算をどう確保していくか

当初の課題 県土６：社会構造の変化に伴い、社会基盤の維持・整備のあり方は、今後どうあるべきか

課題を解決するため
の道路の施策

み ち づ く り の
考 え 方

新たな考え方を追加する必要あり
施策見直し
の方向性

事業期間の長期化が懸念されるため、限
られた予算で事業を完了し、事業効果の
早期発現への取組みが必要
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■ 【１－１】中期計画策定時（H21年度）の課題の整理（4/11）

中期計画策定時の背景（H21年度） 現在（H24年度）の状況 状況の変化

●自然災害の多発化と脅威の増大、安全安心
な県土づくりに不可欠な道路ネットワーク

局所的被害をもたらす集中豪雨の多発化、岩手宮城内
陸地震を例とした集落孤立、情報伝達等が課題に。
地震・豪雨・豪雪により、道路が寸断され、大幅な迂回
が生じるなど、県民生活や経済活動の支障に。

●東日本大震災と自然災害の更なる多発化・脅威の増大、
で不可欠な緊急輸送道路ネットワーク

東日本大震災（H23.3.11）の発生とそれ以降の地震活動の活発化、新
潟福島集中豪雨（H23.7）を例とした局所的な被害が更に増加。
災害時に緊急輸送道路ネットワークが有効に機能する必要がある。

やや改善

状況変わらず

顕在化 ●

▼山形県内の1時間降水量30mm以上の発生回数及び

年間 大降水量の推移

▼平成23年7月新潟福島集中豪雨の概要と被災状況

H23.7.27から30日にかけて、新潟県と福島県会津地方を中心に大雨となり、
多いところで700㎜を超えた。
この大雨により、堤防の決壊や河川の氾濫で住宅や道路が冠水、道路の
被災も多数発生した。

■概要

■集中豪雨による土砂災害発生件数

出典 新潟県土木部

被災20日後も64箇所で通行止め

  土砂災害 地すべり がけ崩れ 合計 
新潟県 85 件 31 件 69 件 185 件

福島県 55 件 1 件 5 件 61 件 
合計 140 件 32 件 74 件 246 件

出典：国土交通省（H23.8.22 時点） 

出典 山形地方気象台提供資料

▼近年の山形県内の代表的な災害事例

雪崩による被災（国道113号 小国町）
H18.2.14

地滑り性の斜面崩壊
（戸沢大蔵線 肘折地区）

H24.4.10～H25.1

斜面崩壊で県道が
約９ヶ月間通行止め

当初の課題 県土４：県民の安全安心を、どう確保していくか

当初の課題 道路３：災害に強い道路ネットワークを早急な整備が必要

課題を解決するため
の道路の施策

（安全・安心） 施策７：緊急輸送道路の強化の促進 施策見直し
の方向性

防災対策について、より一層スピードを上
げて、取組む必要がある。
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■ 【１－１】中期計画策定時（H21年度）の課題の整理（5/11）

中期計画策定時の背景（H21年度） 現在（H24年度）の状況 状況の変化

●細切れで著しく整備が遅れている高速道路
高速道路の整備は、生活圏域の広域化が進む中、物流・観
光等による活力ある地域を維持していくために、また、安全・
安心な県土づくりを進めるために重要な役割を果たす。
しかし、山形県の高速道路の整備は遅れており、ネットワー
ク機能が発揮されておらず、他地域との交流を阻害している。

●東日本大震災を機にネットワーク化の必要性が高くなる
高速道路が着実に整備されたことにより、改善されつつあるが、依然
としてミッシングリンクが多く残り、脆弱な状態である。
また、東日本大震災を機に広域的災害において、東北全体で補完し
合えるよう、格子状骨格道路ネットワークの形成は必要不可欠となっ
ている。

やや改善

状況変わらず

顕在化 ●

▼中期計画策定時（H21年度）以降に開通した高速道路区間
▼高速ミッシングリンクが残る区間

当初の課題 県土５：地域間の交流をどう深めていくか

当初の課題 道路１：早期にミッシングリンクを解消し、高速道路ネットワークを概成することが重要

あつみ温泉～鶴岡（L=25.8㎞）
（H24.3.24開通）

新庄北道路
（L=4.7㎞）

（H23.3.26開通）

課題を解決するため
の道路の施策

（活力・交流） 施策１：高速道路・地域高規格道路の整備中期間の供用と
未着手区間の着手

施策２：高速交通ネットワークと連携したICアクセス道路等
の整備推進

施策見直し
の方向性

格子状骨格道路ネットワークの早期形成
のため、高速道路・地域高規格道路の整
備促進を図る



【対策後】
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■ 【１－１】中期計画策定時（H21年度）の課題の整理（6/11）

中期計画策定時の背景（H21年度） 現在（H24年度）の状況 状況の変化

●老朽化が進む橋梁施設
山形県は約2,300橋を管理し、その多くが高度経済成長期に架
けられたものであり、今後老朽化が進むことで維持管理コスト
が膨大となる。

●山形県橋梁長寿命化修繕計画による対策の実施
山形県橋梁長寿命化修繕計画に基づき、橋梁の長寿命化対
策を実施し、長期的なコストの縮減と更新を含めた管理費用の
平準化を図っている。しかし、橋梁の老朽化が進む状況に変わ
りはなく、今後も継続的な対策が必要。

やや改善

状況変わらず ●

顕在化
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▲建設50年以上の橋梁割合

当初の課題 道路２：限られた予算の中で、①安全性を確実に確保、②コスト縮減、③必要な予算の平準化が必要

【平成19年】

50年未満

(2105橋)

50年以上

(274橋)

12%

88%

【平成24年】

50年未満

(1992橋)

50年以上

(342橋)

15%

85%

【10年後】

50年未満

(1426橋)

50年以上

(908橋)

39%

61%

【20年後】

50年以上

(1470橋)

50年未満

(864橋)

63%

37%

橋長2m以上2,334橋
（平成24年現在 側道橋含む）

▲予防保全型管理による長寿命化の取組み

【対策前】

課題を解決するため
の道路の施策

（保全・協働） 施策９：予防保全型維持管理による道路施設の長寿命化 施策見直し
の方向性

引き続き、山形県橋梁長寿命化修繕計
画による対策を継続する。
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■ 【１－１】中期計画策定時（H21年度）の課題の整理（7/11）

中期計画策定時の背景（H21年度） 現在（H24年度）の状況 状況の変化

●日常生活に欠かせない道路
道路は、通勤・通学や地域医療などの日常生活に欠か
せない社会基盤であるが、未だ不十分なことから、多く
の地域で支障をきたしている。とくに冬期間は、市街地
や中山間地域の狭隘箇所において、堆雪による支障
等が増大している。

●暮らしと地域を支える道路の事業進捗が遅れている状況
道路関係予算の減少や優先する施策（高速道路整備、防災対策、橋梁
補修）に重点投資しているため、暮らしと地域を支える道路の事業が遅
れている。事業の遅れは、日常生活に支障をきたすだけでなく、地域の
魅力を失わせ、人口の流出を招きかねない。限られた予算の中で、早
期に事業効果を発現し、魅力ある地域に繋げる取組みが必要である。

やや改善

状況変わらず

顕在化 ●

▲すれ違いに支障を来している箇所

自動車 鉄道 海運
全国 89.9% 0.6% 9.5%
東北 93.3% 0.7% 5.9%
青森 91.2% 0.5% 8.2%
岩手 95.5% 0.9% 3.6%
宮城 87.0% 1.4% 11.6%
秋田 96.8% 0.4% 2.8%

山形 98.6% 0.2% 1.2%

福島 94.3% 0.7% 4.9%

自動車 鉄道 旅客船 航空
全国 74.6% 25.3% 0.1% 0.1%
東北 95.5% 4.4% 0.1% 0.0%
青森 97.9% 1.9% 0.1% 0.1%
岩手 96.5% 3.4% 0.0% 0.0%
宮城 90.1% 9.7% 0.1% 0.1%
秋田 97.3% 2.6% 0.0% 0.1%

山形 98.0% 2.0% 0.0% 0.0%

福島 97.2% 2.8% 0.0% 0.0%

▼貨物流動機関分担率（H21 貨物量ベース）

▼旅客流動機関分担率（H21 旅客数ベース）

※平成21年度貨物地域流動調査

※平成21年度旅客地域流動調査

山形県の自動車依
存率は非常に高く、
貨物流動、旅客流
動ともに東北6県で

も高い

▲二次救急医療10分到達圏域

10分圏人口カバー率
H20：74.4％→H23：74.5％
（3年間であまり改善されず）

当初の課題 道路４：市街地や中山間地域の日常生活に欠かせない道路の機能強化が必要

課題を解決するため
の道路の施策

み ち づ く り の
考 え 方
（暮らし・地域）

新たな考え方を追加する必要あり。

施策３：生活圏間・主要都市間ネットワーク整備推進
施策４：生活幹線道路ネットワークの整備促進

施策見直し
の方向性

限られた予算で早期に事業効果が発現
する取組みを実施し、暮らしと地域を支え
る道路の整備を図っていく。
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■ 【１－１】中期計画策定時（H21年度）の課題の整理（8/11）

中期計画策定時の背景（H21年度） 現在（H24年度）の状況 状況の変化

●都市内及び近郊の道路渋滞
山形県は、通勤通学時の自動車依存率が非常に高く、東北6
県では宮城県に次いで2番目に多い渋滞損失が発生している。

●自動車依存率が上昇
山形県の通勤通学時の自動車依存率（平成22年度）は、平成
12年度に比べ4.4％増加し、依然として高い状態にある。また、
主要渋滞ポイントは計画策定時の8箇所から6箇所（平成23年）
の状況にあり、引き続き、対策を進める必要あり。

やや改善

状況変わらず ●

顕在化

1.68

0.63

0.78

0.870.95
1.08

0.96（東北平均）

0

0.5

1

1.5

2

宮城県 山形県 青森県 福島県 秋田県 岩手県

（万人時間/年㎞）

通勤通学時の自家用車依存率は

山形県が全国１位
東北で2番目に

渋滞損失が多い

▲通勤通学時の自家用車依存率
▲延長１㎞あたりの渋滞損失時間

資料：国勢調査（H12,H22）

4.4%増加

※各都道府県を常住地とする通勤通学、
交通手段が自家用車だけの割合

当初の課題 道路５：コンパクトなまちづくりを進めるために中心市街地等の道路機能の強化が必要

▲渋滞対策箇所と県民1人あたりの渋滞損失時間の推移

課題を解決するため
の道路の施策

（ 人 ・ 環 境 ） 施策５：中心市街地や都市の拠点機能を高める都市基盤の
整備推進

施策見直し
の方向性

引き続き、中心市街地や都市の拠点機
能を高め都市基盤の整備を継続的に実
施

8箇所

6箇所

0箇所

30.9
30.2

28.4

0箇所

2箇所

4箇所

6箇所

8箇所

10箇所

H20
計画時

H23
現況値

H30
目標値

渋

滞

対

策

箇

所

数

（
箇

所

）

25.0

27.0

29.0

31.0

33.0

35.0 県

民

１

人

あ

た

り

渋

滞

損

失

時

間

（
時

間

/

人

）

渋滞対策箇所数 県民1人あたり渋滞損失時間
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■ 【１－１】中期計画策定時（H21年度）の課題の整理（9/11）

中期計画策定時の背景（H21年度） 現在（H24年度）の状況 状況の変化

●生活道路の交通安全対策
高齢者の事故比率が高くなる一方で、未だ通学路の
1/3以上の歩道が整備されていない。

●通学路における交通安全確保が急務
平成24年4月以降、全国で登下校中の児童の列に自動車が突入し死傷
者が多数発生する事故が相次いだため、文部科学省、国土交通省及び
警察庁が連携して通学路の緊急合同点検を実施。（山形県内対策必要
箇所630/701ヶ所）

やや改善

状況変わらず

顕在化 ●

出典：山形県県警本部

▼年別事故発生件数及び死者数の推移
（山形県）

・登下校中の児童等の列に自動車が突
入した事故等（H24.4京都府亀岡市他）
が連続して発生したため、文部科学省、
国土交通省及び警察

庁が連携して通学路の緊急合同点検を
実施。

・山形県内点検個所701ヶ所のうち630ヶ
所が対策必要と判断。（H24.11.30現在）

山形県における対策事例

▼通学路における緊急合同点検の取組状況

▼年齢階層別事故者数（H23）

25～64歳

18人

36%
75歳以上

18人

36%

65～74歳

10人

20%

高校生以下

0人

0%

24歳以下

4人

8%

高齢者

28人

56%

出典：山形県県警本部
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）

30
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55

死

者

数

（
人

/

年

）

事故件数

死者数

高齢者の
死亡事故が多い

当初の課題 道路６：高齢者をはじめとする交通弱者が安全に通れる道路整備が必要

課題を解決するため
の道路の施策

（ 人 ・ 環 境 ） 施策６：人に優しい道路空間の整備推進
施策見直し
の方向性

近年の財政状況では、歩道整備に時間
がかかるため、歩道整備のほか現実的な
対策を検討し実施する。
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■ 【１－１】中期計画策定時（H21年度）の課題の整理（10/11）

中期計画策定時の背景（H21年度） 現在（H24年度）の状況 状況の変化

●道路の防災・防雪対策
山形県は全域が豪雪地帯に指定され、豪雪は交通機能の低
下を招き、経済活動や日常生活に多大な影響を及ぼす。

●東日本大震災の発生で更に必要性が高まる
冬期・夜間などの 悪の状態での地震の可能性を踏まえ、特
にアクセス道路が１本しかない集落が孤立しないよう、防災対
策の推進が必要。

やや改善

状況変わらず

顕在化 ●

 
山形県 

山形県は、特別豪雪

地帯が全体の76％を

占め、その割合は、

全国１位 

▲山形県内のこれまでの主な被害地震の震源と4つの活断層

※数字は左表の番号、丸の大きさは
地震の規模（M）を表します

出典：山形地方気象台

震央地名 ﾏｸﾞﾆ

地震名 ﾁｭｰﾄﾞ
図の番号 西暦（和暦）

1 庄内地震 71894(明治27).
10.22

2 陸羽地震 7.21896(明治29).
8.31

3 左沢地震 5.51944(昭和19).
12.7

4 蔵王山付近 4.41962(昭和37).
8.19

5 新潟地震 7.5

秋田県沖 5.3

1964(昭和39).
6.16

6 山形県庄内 5.3

6.1
( 大)

9
平成20年

(2008年)岩
手・宮城内陸

7.22008(平成20).
6.14

7

8

秋田,宮城,山
形県境

1972(昭和47).
8.2

1996(平成8).
8.11-14

1999(平成11).
2.26

▲雪崩が発生した一本道

▲雪ですれ違いが困難な道路

当初の課題 道路７：県民生活に支障を与えないよう防災・防雪対策に努める必要がある

課題を解決するため
の道路の施策

（安全・安心） 施策８：災害と雪に強い道路の対策推進 施策見直し
の方向性

防災対策について、より一層のスピードを
あげて、取り組んでいく必要がある。
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■ 【１－１】中期計画策定時（H21年度）の課題の整理（11/11）

中期計画策定時の背景（H21年度） 現在（H24年度）の状況 現状の変化

●将来交通量の変化
H20年11月末に将来交通フレーム（平成17年道路交通センサ
ス準拠）を公表し、将来交通需要量を前回予測時（H14年）から
大幅に下方修正。

●国の作業が完了次第、各事業へ反映
将来交通フレーム（平成22年道路交通センサス準拠）が公表さ
れ次第、各事業へ反映し、事業計画の見直しが必要な箇所等
をチェックする。

やや改善

状況変わらず ●

顕在化

▼全国交通量（走行台キロ）の実績値と推計値
（H17年道路交通センサス準拠）

将来交通量は人口減少を見据え、下方修正

当初の課題 道路8：適確な交通需要予測に基づく、地域の実情に即した整備に努める必要がある

課題を解決するため
の道路の施策

（選択と集中） 新の交通需要予測に基づき、適確な道路事業を採択し整
備を推進

施策見直し
の方向性

引き続き、交通需要の変動に応じ、事業
計画を精査
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■ 【１－２】東日本大震災で見えてきた道路の課題（１/４）
（東日本大震災を踏まえた山形県道路中期計画の進め方より）

1.東日本大震災と

その被害の概要

2.東日本大震災で

顕在化した事象

3.東日本大震災で

見えてきた道路の課題
5.東日本大震災を踏まえた

山形県道路中期計画の進め方

4.みちづくり評議会での意見

道路網の
あり方

道路網の
あり方

道路機能
のあり方

道路機能
のあり方

情報受発信
のあり方

情報受発信
のあり方

非常時に機能するために、道路網と
してどのようにあるべきか

東日本・東北レベルで見た
道路網のあり方

県内地域間の道路網のあり方

孤立集落解消のための
道路網のあり方

道路網維持のための
耐災性の確保のあり方

多様な道路機能の評価のあり方

災害時の各段階における
情報収集のあり方

災害時の各段階における道路
利用者への情報伝達のあり方

副次的機能を発揮するための
計画・設計のあり方

着実に整備・改良が進んだ横軸路
線が早期啓開・復旧に貢献し、救
援活動を支援

当初から津波を想定した路線計画
の有効性が確認

盛土構造道路が避難場所や防潮
堤として副次的に機能

日本海側のネットワークが広域的
代替路として機能した一方で、走
行速度の低下など脆弱性を露呈

橋梁耐震補強等の効果が見られ
た一方で、盛土構造の崩壊が多数
発生

広域的かつ多数の通行止めの状
況下で、利用可能ルートの把握が
困難

非常時における迅速な通行情報の収
集と、ユーザーにとってわかりやすい
情報発信をどのようにするか

非常時の減災機能や副次的機能を
計画・設計段階でどのようにとりこむ
か

道路の多様な機能やその効果をどの
ように評価するか

今回の被害を踏まえた耐震・津波対
策をどのようにすすめるか

整備水準を考慮したリダンダンシーを考える必要がある

有効な道路情報の受発信について考えていく必要がある

47号、48号、112号、113号等横軸路線が重要である

震災で効果があった機能等を考慮していく必要がある

減災減災

防災対策の
新たな視点

防災対策の
新たな視点

防災防災

山形県の
道路に関する課題

山形県の
道路に関する課題

東日本大震災で見えてきた
5つの課題
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■ 【１－２】東日本大震災で見えてきた道路の課題（２/４）

課題１：非常時に機能するために、道路網としてどのようにあるべきか

東日本大震災時に山形県内の直轄国道が果たした役割東日本大震災時に山形県内の直轄国道が果たした役割

太平洋側の東北道等の主要道路が被災したた
め、本県内の位置する国道7号、13号（雄勝）、
48号、113号へ以下の機能が集中したと考えら
れる。

①避難路 被災地各地 ⇒ 本県・本県経由

②人的・物的両面から支援物資等の輸送路
本県・関東等他圏域（日本海側ルート
（関越道等）経由 ⇒ 被災地各県

③通常物資等の輸送路
本県を含む東北各県 ⇔ 関東等他圏
域（日本海側ルート（関越道等）経由）

日本海側の高速
道路・幹線道路
が広域的代替路
として機能

道路網のあり方

・高速道路・地域高規格道路のミッシングリンクの解消（東日本・東北レベルで見たあり方）
・高速道路・地域高規格道路を代替えするルートの確保（東日本・東北レベルで見たあり方）
・重点港湾酒田港と連携する道路網の構築（東日本・東北レベルで見たあり方）
・緊急輸送道路のネットワーク強化の推進（県内地域間レベルで見たあり方）
・格子状骨格道路ネットワークを補完するルートの確保（県内地域間レベルで見たあり方）
・孤立集落解消のための道路網の確保



14

■ 【１－２】東日本大震災で見えてきた道路の課題（３/４）
課題２：今回の被害を踏まえた耐震・津波対策をどのように進めるか
課題３：非常時の減災機能や副次的機能を計画・設計段階でどのように取り込むか

橋梁の耐震補強等による効果橋梁の耐震補強等による効果効果の確認効果の確認 盛土構造の崩壊が発生盛土構造の崩壊が発生新たな問題新たな問題

阪神淡路大震災での道路被害
を踏まえ、これまで東北管内
490橋の耐震補強対策を実施
してきた結果、落橋などの致
命的な被害を防ぐことができ、
早期復旧を実現。

出典：社会資本整備審議会第13回道路分科会資料

構造物と比較して耐震補強・耐震設計への取り組みが遅れていた盛土構造において、高速道路
では計21箇所で本線交通に影響を与える崩壊が発生した。

東北道水沢IC～
平泉前沢IC間

出典：国土交通省

盛土構造道路が避難場所や防潮堤
として副次的に機能

盛土構造道路が避難場所や防潮堤
として副次的に機能

効果の確認効果の確認

周辺より高い盛土構造（7～10m）で造られていた仙台東部道路
は、今般の大震災で周辺に高台のない地域における津波からの
避難場所として多くの住民の命を救うとともに、津波やがれき
をせき止め、内陸部への被害の拡大を防いだ。

 

出典：国土交通白書2011

道路機能のあり方

・橋梁及び盛土部等の耐震対策の推進（道路網維持のための耐災性あり方）
・発災直後の通行機能確保や応急復旧がしやすい道路設置の計画・設計（道路網維持のための耐災性あり方）
・被災の恐れのある箇所については、迂回路等の対策を事前に検討（道路網維持のための耐災性あり方）
・津波襲来時の避難路（ルート等は、住民意見を反映）、被災後の生活幹線としての機能（副次的機能を発揮するための計画・設計の

あり方）
・盛土構造による津波のせき止め効果、高台代わりの避難場所としての効果（副次的機能を発揮するための計画・設計のあり方）
・道の駅における防災面での機能（副次的機能を発揮するための計画・設計のあり方）



今回の震災では、高速道路とこれに繋がる道路が一体となって、地域の孤立を防ぎ、救急活動の支援や緊急物資の輸送
などにおいて大きく貢献した。

15

■ 【１－２】東日本大震災で見えてきた道路の課題（４/４）

課題４：道路の多様な機能やその効果をどのように評価するか

交通量や時間短縮といった経済効率性の評価だけでなく、防災機能の評価や救急救命に関わる効果の
計測など、事業の目的・効果に応じた事業評価お行っていく必要がある

課題５：非常時における迅速な通行情報の収集とユーザーにとってわかりやすい情報発信をどのよう
にするか

 

平常時における道路情報収集・提供の流れ平常時における道路情報収集・提供の流れ

情報発信のあり方

・道路情報板などの現地における情報提供機能の強化
・他機関との道路情報の統合化、市町村と連携した地域住民への情報提供の充実
・道の駅や沿道店舗（コンビニ、GS等）を通じた現地における情報提供体制の充実（ロードセーフティステーション）

・民間プローブ等リアルタイムデータ収集のための自動車メーカー等との提携の検討

施設の被災や道路管理者の体制が
整わなかったこと等により送信で
きなかった。

被災や停電等により、発
信施設の停止や受け手側
の環境が整わなかった
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課題１：事業効果の早期発現への取り組みが必要

現在（H24年度）の状況

・山形県の道路関係予算は平成21年度以降も縮小しており、中期計画策定時より厳しい
状況にある。

・また、予算は優先する施策に重点的に投資され、その影響で、暮らしや地域を支える生
活道路整備の事業期間が長期化している。

・さらに、緊急に対応しなければならない事業（追加IC関連事業、老朽橋の架け替えなど）
の実施により、事業箇所が増加しており、長期化が懸念される。

新たな課題
限られた予算の中で事業を早期に完了し、事業効果の早期発現への

取組みを始めなければならない。

■【１－３】近年の新たな課題（１/６）

課題を解決す
るための道路

の施策
施策の進め方を新たに追加し、事業効果の早期発現への取組みを進める
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課題２：道路利用者へのサービス向上につながる情報提供の仕組みづくりが必要

現在（H24年度）の状況

・本県では、道路利用者側に配慮した情報提供サービスが遅れており、交通規制情報を文字情報の提供になっている。
・他県では、道路利用者側の視点に配慮し、道路規制情報を一元化し、文字情報から地図情報へ変換するなど、情報提供サービスが向上している。
・近年は情報のIT化が進み、ITSスポットやプローブデータ、スマートフォンの普及など、道路交通に関するデータの多様化、実用化が進み、様々な情報サービス

の提供が実現可能な段階にあり、山形県としても情報提供サービスの見直しが必要な状況にある。

新たな課題 多様なデータ・通信手段を活かし、道路利用者へのサービス向上に繋がる仕組みの検討が必要

■ 【１－３】近年の新たな課題（２/６）

【事例】 岩手県の道路情報提供サービス

<情報提供内容>
・ライブカメラ（路面状況の把握） ・通行規制情報（工事規制など） ・冬期通行止め情報 ・雪量観測情報

道路管理者が保
有している情報を
1つのサイトで一
元化し、地図上で
確認できるシステ
ムを運用

携帯電話との連携を
強化し、道路交通情
報を道路利用者へリ
アルタイムに発信で
きるシステムを運用

【ライブカメラによる路面情報】 【冬期通行止め情報】

課題を解決するため
の道路の施策

（ 安 全 ・ 安 心 ） 現在、ホームページで提供している道路規制情報の見直しを行う。
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課題３：トンネル天井板落下事故を機とした社会資本老朽化への対応が必要

現在（H24年度）の状況

・H24年12月2日に発生した中央道：笹子トンネルの天井板落下事故を機に、トンネルなど橋梁以外の土木構造物に対しても老朽化への対応が待ったなしの状態に

新たな課題 老朽化した社会資本の安全性をどのように確保していくか、社会資本の適切な維持管理・更新をどのように進めていくか

■ 【１－３】近年の新たな課題（３/６）

▼中央道笹子トンネル天井板の落下事故の概要

・発生日時：平成24年12月2日（日）8:03頃
・発生場所：中央自動車道（上り）

笹子トンネル内（延長4.7㎞、
大月JCT～勝沼IC間）

・発生状況：東坑口から約1.7㎞付近において、トンネル
天井板が落下。車両3台が下敷き、うち2台
が火災となり焼損。死者9名、負傷者2名

・通行止め：
【上り線】大月JCT～一宮御坂IC
【下り線】大月JCT～勝沼IC
（平成24年12月29日に、下り線を
用いた対面通行による上下車線
の通行を確保）

▼笹子トンネル事故を受けた後の国土交通省の対応

○落下の発生原因の把握や再発防止策等について
専門的見地から検討するため、「トンネル天井板の
落下事故に関する調査・検討委員会」を設置

・対象トンネル：国道13号 東栗子トンネル
（福島県福島市）

〃 西栗子トンネル
（山形県米沢市）

国道112号 月山第一トンネル
（山形県西川町）

〃 月山第二トンネル
（山形県鶴岡市）

・点検の内容
（1）天井板の吊り金具と固定金具
（2）天井板の吊り金具の固定部分付近及び台座部の

覆工コンクリートの健全性
（3）天井板の変形・破損の有無
（4）その他、天井板等の落下に繋がる可能性のある

事象の有無

○全国にある吊り方針天井板があるトンネルの緊急
点検の実施

課題を解決するため
の道路の施策

（ 安 全 ・ 安 心 ）
（ 安 全 ・ 安 心 ）

社会資本の実態把握（見える化）
社会資本の適切な維持管理・更新、予防保全型維持管理への移行
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動向１：政権交代（国土強靭化基本法案策定に向けた動き）への対応

現在（H24年度）の状況

・平成24年12月の政権交代（民主党→自民党）により、自民党が掲げる国土強靭化基本法案策定に向け、復興防災対策、地域活性化策などの動きが活発化す
る見込み

今後の検討内容 国土強靭化基本法案が具体化した後、県としての方針・施策の見直しを検討する

■ 【１－３】近年の新たな課題（４/６）

ActionAction 事前防災を重視した国土強靭化事前防災を重視した国土強靭化

出典：自民党ホームページ

「国土強靭化基本法」の制定による事前防災の制度化を実現します。
「首都直下型地震対策特別措置法」、「南海トラフ巨大地震対策特別措置法」を制定し、

基本法に沿った徹底した事前防災・減災対策（10年間の集中計画）を推進します。
特に人口が密集している三大都市圏の都市機能（政府機能含む）を守るため、コンビ

ナート対策、液状化対策、密集市街地整備、老朽化した上下水道対策、ゲリラ豪雨・治水
対策など「都市防災」を強力に進めます。
北海道・東北、北陸信越、中国、九州交流圏など、太平洋側の経済的機能などをバック

アップする日本海国土軸の形成を促進します。
首都機能の確保・強靭化、バックアップと行政機能等の分散化対策を進めます。
本社機能、研究開発機能、データセンター等の地方移転を促進します。
多極分散の考え方のもと、人口・経済産業、政府機能を 大限国土全体に分散します。
行政インフラや通信インフラをはじめ、生活関連インフラを含む重要インフラの防御・総合

的な管理を実現します。
 災害に強い情報インフラの整備と災害時即応能力の向上に努めます。
準天頂衛星を活用したG空間情報センター及び防災システムを整備します。
 道路・鉄道のミッシングリンク（＝未開通部分）解消や港湾など交通網整備を推進します。
国際競争力も備えたハブ空港の形成など航空ネットワークの整備や、国管理への移行な

どによるハブ港湾の形成を推進します。
学校、公共施設、民間建築物等の耐震化加速と通学路の歩道整備など国民の安全・安

心に直結する社会資本の前倒し整備を実施します。
 国土強靭化の取り組みを地域経済の中長期的発展の呼び水とするとともに、雇用を創

出します。
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動向２：EV・PHV※への対応

現在（H24年度）の状況

・低炭素社会の実現など環境に対する意識の高まりから、EV・PHV車が急速に普及
・山形県内では、再生可能エネルギー事業として、県内の道の駅での急速充電器と非常用電源装置の設置が進められている。
・経済産業省は環境・エネルギー問題の解消を目的に、全国でEV・PHVタウンの取り組みが行われ、本格普及への道筋を構築中

今後の検討内容
EV・PHV車は今後更に普及するものと予想されるが、長距離運転に不向きなことや電力を確保する場所の問題など、利便性・安全性を確
保するために、道路交通環境面において改善しなければならない課題が今後現れることも考えられ、今後の動向を見据えながら検討する

■ 【１－３】近年の新たな課題（５/６）

▼電気自動車（登録数）保有台数の推移
（H17年～H24年）

出典：自動車検査登録情報教会発行
「わが国の自動車保有動向）

EV・PHVタウンの取組み（新潟県）の事例

612 571 624 496 476 424

4,938

13,597

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

（単位：台）

出典：経済産業省

日産リーフが
販売開始

山形県（環境企画課）の取り組み（再生可能エネルギー導入事例）

環境省のグリーンニューディール基金事業（H23～H27）として、山形
県では県内の道の駅を対象に
①急速充電器と非常用電源装置（再生可能エネルギー利用）の設置
②地域防災計画における防災拠点としての位置付け
を条件に、設置の意思を自治体へ打診

寒河江市、村山市、尾花沢市、飯豊町の道の駅に設置が決定！

▼電気自動車用充電器設置例（青森県 道の駅しちのへ）

※EV（EV（Electric Vehicle）：電気自動車、 PHV（Plug-in Hybrid Vehicle）･･･プライングハイブリッド自動車
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動向３：再生可能エネルギーへの対応

現在（H24年度）の状況

・東日本大震災の福島第一原発事故を機に、原発に替わる再生可能エネルギーの需要が急速に高まった
・再生可能エネルギーを創出するための環境整備が求められる
・平成24年11月には太陽光発電等の再生可能エネルギー発電の導入拡大を目的に、太陽光発電設備等を道路の占用許可対象物件へ追加するなど規制緩和が

図られた

今後の検討内容
再生可能エネルギーを効率的に創出するために、既存の道路空間や道路施設を活用した付加価値のある道路整備が求められる可能性
が高く、今後の動向を見据えながら、対応を検討していきたい。

■ 【１－３】近年の新たな課題（６/６）

▲都道府県別電力使用量と再生可能エネルギー使用可能量

▼道路法面を利用した太陽光発電システム

山形県内から創出される再生可能エネルギーは、風力を
中心に豊富な自然エネルギーに恵まれている

▼太陽光発電を利用した信号機

太陽光発電設備・津波被害施設に関する道路法施行令及び道路整備
特別措置法施行令の一部を改正する政令案（H24年11月6日）

【規制緩和の目的】
太陽光発電等の再生可能エネルギー発電の導入拡大や津波からの一時的な避難場所の

確保に資するとともに、道路構造の保全及び交通の安全の確保を図ることを目的とする。
【規制緩和の内容】
（１）太陽光発電設備及び風力発電設備（以下「太陽光発電設備等」という。）及び津波避難
施設（津波からの一時的な避難場所としての機能を有する堅固な工作物を想定。以下同
じ。）の道路の占用許可対象物件への追加
（２）太陽光発電設備等及び津波避難施設の占用の場所の基準等の設定（（１）の規制の緩
和に伴うもの。））
【規制緩和の必要性】
（１）太陽光発電設備等について

太陽光発電設備等は現在のところ道路の占用許可対象物件として位置付けられておらず、
道路区域内に設置することはできないが、再生可能エネルギー発電の導入の必要性及び
民間事業者のニーズを踏まえると、太陽光発電設備等を道路区域内にも設置することが可
能となるよう措置する必要がある。

この際、太陽光発電設備等を道路区域内に設置しても道路構造の保全及び交通の安全
の確保が可能となるよう、占用の場所の基準等を設ける必要がある。
（２）津波避難施設について

津波避難施設は現在のところ道路の占用許可対象物件として位置付けられておらず、道
路区域内に設置することはできないが、津波からの一時的な避難場所の確保の必要性及
び地方公共団体等のニーズを踏まえると、道路の構造及び交通に支障が生じない範囲内で、
津波避難施設を道路区域内に設置することが可能となるよう措置する必要がある。

この際、津波避難施設を道路区域内に設置しても道路構造の保全及び交通の安全の確
保が可能となるよう、占用の場所の基準等を設ける必要がある。

出典：国土交通省道路局


